
メキシコ政治情勢（７月） 

 

〈概要〉 

【内政】 

・１日，大統領選挙等の国政選挙及び地方選挙が全国で実施され，ロペス・オブラドール

候補が大統領選挙に当選した。 

・３日，ペニャ・ニエト大統領は，ロペス・オブラドール次期大統領と会談を行った。 

・８日、国家選挙機関（INE）は、７月１日に投票された国政選挙（大統領選挙及び連邦上

下院議会議員選挙）の選挙区毎集計結果について公表した。 

・１１日，ロペス・オブラドール次期大統領は、「共に歴史を作ろう（ＪＨＨ）」選出の連

邦上下院議員等との会合において、次期政権での主要改革政策の発表を行った。 

・２１日，ビデガライ外相及びグアハルド経済相は，ロペス・オブラドール次期大統領の

政権移行チームと会合をもった。 

 

【外交】 

・２日，ロペス・オブラドール次期大統領がトランプ米大統領と電話会談を行った。 

・１０日，墨外務省は，西日本豪雨の犠牲者に対し，お見舞いの声明を発出した。 

・１１日，墨外務省は、グアテマラにおいて行われていた米国内での移民の家族引き離し

及び家族の再会に関する対話に関するプレスリリースを発出した。 

・１２日，墨外務省は，トルコとの外交関係樹立９０周年に関する共同声明を発表した。 

・１３日，ポンペオ米国国務長官他米政府高官が訪墨し，ペニャ・ニエト大統領，ビデガ

ライ外相及びロペス・オブラドール次期大統領らと会談を行った。 

・１４日，墨外務省はパキスタンにおける攻撃を非難する旨の声明を発表した 

・１４日，墨外務省はニカラグア情勢を憂慮する旨の声明を発表した。また，１６日，墨

政府は、ニカラグア情勢に関し，中南米１２カ国との共同声明も発表した。 

・１６-１７日，ビデガライ外相は，ベルギー・ブリュッセルで行われたラテンアメリカ・

カリブ経済委員会の第２回外相会合に参加した。 

・１７日，墨外務省は，リマグループと共同で，ベネズエラ政府を非難する旨の声明を発

表した。 

・２２日，ロペス・オブラドール次期大統領は，７月１３日のポンペオ米国国務長官他と

の会談の際に手交したトランプ米大統領宛ての書簡（７月１２日付）について，その内容

を公表した。 

・２３-２４日，プエルトバジャルタにおいて，太平洋同盟首脳会合が開催された。 

・２４日，ロペス・オブラドール次期大統領及び同政権移行チームは，トランプ米大統領

からの同次期大統領に対する書簡の内容を公表した。 

・２５日，フリーランド加外相他加政府高官が訪墨し，ペニャ・ニエト大統領，ビデガラ



イ外相及びロペス・オブラドール次期大統領らと会談を行った。 

・２７日，墨外務省は，NAFTA再交渉の今後のプロセスに関する墨米両政府の会合につい

て，墨経済省との共同プレスリリースを発表した。 

 

〈内政〉 

１ 墨国政選挙及び地方選挙の実施 

（１）１日，国政選挙及び地方選挙が全国において実施された。今回は大統領選挙、連邦

上下両院議員選挙の国政選挙に加え、メキシコ市で市長、市議会議員及び各区長、全国８

州で州知事、州議会議員及び市長選挙等の地方選挙が行われ、計３，４０６の公職ポスト

が対象となるメキシコ史上最大規模の選挙が実施された。有権者総数８９，１２３，３５

５人（うち、在外投票を行った有権者は９万８，８５４人）、今次大統領選挙の投票率は６

３．４２％。（なお、２００６年大統領選挙の投票率は５８．５５％）。また、今次選挙で

は全国に１５６，８０７カ所の投票所が設置された。 

（２）同日２３時、INEが大統領選挙のクイックアカウント（開票速報）結果を発表し、

ロペス・オブラドール候補が５３．０～５３．８％で首位であることが判明した。同結果

発表をもって、ロペス・オブラドール候補はメキシコ市内の選挙本部において勝利宣言を

行った。また、勝利宣言後、ソカロに移動し、集まった支援者に向けてスピーチを行った。 

 

２ ペニャ・ニエト大統領とロペス・オブラドール次期大統領の会談 

３日午前、ペニャ・ニエト大統領は国立宮殿において、ロペス・オブラドール次期大統

領と会談し、今後数ヶ月間の両政権間の移行プロセスについて話し合った。 

ペニャ・ニエト大統領は，ロペス・オブラドール次期大統領に対し、７月１日の選挙結

果について改めて祝意を述べるとともに、墨政府は次期政権開始の準備のための必要とな

る支援を行う用意があることを伝えた。また、両者は、多くの市民の参加を得て選挙が成

功裡に行われたことを祝した。 

現行の選挙制度に従って、各選挙区の結果の集計が行われ、その後、選挙司法裁判所（Ｔ

ＥＰＪＦ）による評価が行われ、大統領選挙当選の認定書が発出された後、法律に基づく

正式な移行期間が開始される。両政権間の対話の調整を行うため、墨政府は、ロペス・オ

ブラドール次期大統領によって既に任命されている政権移行チームのカウンターパートと

なるべき官僚チームを指名する予定である。（右チームの下での）作業グループは、秩序立

った、詳細且つ透明性のある政権移行を確保するため、定期的に会合を行い、両政権に跨

がる案件について調整が行われる。特に、大蔵公債省は、新政権１年目の予算の作成のた

めに必要な支援を行う予定。墨政府は、次期大統領及びそのチームとの間で緊密な連絡を

維持する予定。 

メキシコ人の利益のために、秩序立った形で効率的に現政権を終了させ、次期政権がそ

の仕事を成功裡に開始するためのよりよい環境を提供するために、かかる調整の努力がな



される。ペニャ・ニエト大統領は、国民と交わした約束を果たすため、自身の政権がその

任期の最後の日を迎えるまで引き続き全力で取り組むことを改めて述べた。 

 

３ 国家選挙機関（INE）による最終国政選挙結果の発表 

 ８日、INEは、７月１日に投票された国政選挙（大統領選挙及び連邦上下院議会議員選

挙）の選挙区毎集計結果について公表したところ、概要は以下のとおり。なお、INEは８

日から４日間にわたり、本件国政選挙結果に関する不服申し立てを受け付ける。以後、大

統領選挙については、８月３１日までの間、各種選挙違反行為等に関する連邦選挙裁判所

の審理等が実施され、９月６日までに大統領の当選証書が発行される。新大統領就任式は

本年１２月１日。また、連邦上下両院議員選挙については８月３日まで連邦選挙裁判所の

審理等の後、８月２３日までに当選証書が発行され、９月１日に第６４期会期が招集され

る。 

 （１）大統領選挙  

 ７月８日２１：００時点でのＩＮＥホームページ上で公開されている今次大統領選挙に

関する全国３００選挙区の選挙結果については以下のとおり。なお、今次大統領選挙の投

票率は６３．４３％で、１５６，８４０集計記録（acta）、５６，６１１，０２７票が集計

された。 

（ア）大統領選挙各候補者別得票結果 

  ロペス・オブラドール候補（「共に歴史を作ろう」（国家再生運動（Morena）－労働党

（ＰＴ）－社会結集党（ＰＥＳ））３０，１１３，４８３票（５３．１９％） 

  アナヤ候補（「メキシコのための前進」（国民行動党（ＰＡＮ）－民主革命党（ＰＲＤ）

－市民運動（ＭＣ）） １２，６１０，１２０票（２２．２８％） 

  ミード候補（「全てはメキシコのために」（制度的革命党（ＰＲＩ）－緑の党（ＰＶＥ

Ｍ）－新同盟党）９，２８９，８５３票（１６．４１％） 

  ロドリゲス候補（独立系）２，９６１，７３２票（ ５．２３％） 

 ＊無効票            １，５７１，１１４票（ ２．７８％） 

 ＊無登録名への投票          ３１，９８２票（ ０．０６％） 

 ＊登録取消候補（サバラ候補）への投票 ３２，７４３票（ ０．０６％） 

（イ）大統領選挙政党別得票結果   

Morena          ２５，１８６，５７７票（４４．４９％） 

  ＰＡＮ            ９，９９６，５１４票（１７．６６％） 

  ＰＲＩ            ７，６７７，１８０票（１３．５６％） 

  ＰＴ             ３，３９６，８０５票（ ６．００％） 

  ＰＲＤ            １，６０２，７１５票（ ２．８３％） 

  ＰＥＳ            １，５３０，１０１票（ ２．７０％） 

  ＰＶＥＭ           １，０５１，４８０票（ １．８６％） 



  ＭＣ             １，０１０，８９１票（ １．７９％） 

  新同盟党             ５６１，１９３票（ ０．９９％） 

  ロドリゲス候補（独立系）   ２，９６１，７３２票（ ５．２３％） 

 ＊無効票            １，５７１，１１４票（ ２．７８％） 

 ＊無登録名への投票          ３１，９８２票（ ０．０６％） 

 ＊登録取消候補（サバラ候補）への投票 ３２，７４３票（ ０．０６％） 

（２） 連邦上下両院議会議員選挙 

（ア）連邦上院議会議員選挙 

 連邦上院全１２８議席のうち、全国３２選挙区から選出される９６議席については以下

のとおり。比例区選出の３２議席を含めた全議席の配分についてはＩＮＥから正式な発表

が未だなされていない。今次連邦上院議会議員選挙の投票率は６３．０１％で、１５７，

８９１集計記録、５６，２３７，８４１票が集計された。 

なお、連邦上院議会議員の選挙区選出の方法は二通りあり、一つが選挙区において一番得

票率の高い政党または選挙同盟に２議席が割り当てられる相対多数（Mayoria Relativa)に

よる選出（全６４議席）、もう一つが選挙区での得票率が次点の政党に１議席が割り当てら

れる第一少数派（Primera Minoria)による選出（全３２議席）である。 

（i）相対多数（Mayoria Relativa）による選出：全６４議席 

「共に歴史を作ろう」（Morena－ＰＴ－ＰＥＳ） ４８議席 

                    （２３，７５４，４２２票、４２．２４％） 

「メキシコのための前進」（ＰＡＮ－ＰＲＤ－ＭＣ） １０議席 

                    （１４，２２２，０４６票、２５．２９％） 

「全てはメキシコのために」（ＰＲＩ－PVEM－新同盟党）２議席 

                     （７，１４５，８６９票、１２．７１％） 

Morena ２議席（６６１，０６８票、１．１８％） 

ＭＣ  ２議席（５７０，７７４票、１．０１％） 

（ii）第一少数派（Primera Minoria)による選出：全３２議席 

「メキシコのための前進」（ＰＡＮ－ＰＲＤ－ＭＣ）     １５議席 

「全てはメキシコのために」（ＰＲＩ－ＰＶＥＭ－新同盟党） １１議席 

「共に歴史を作ろう」（Morena－ＰＴ－ＰＥＳ）        ５議席 

ＰＡＮ                  １議席（６００，４２３票、１．０７％） 

（イ）連邦下院議会議員選挙 

 連邦院全５００議席のうち、全国３００選挙区から選出される３００議席については以

下のとおり。比例区選出の２００議席を含めた全議席の配分についてはＩＮＥから正式な

発表が未だなされていない。今次連邦上院議会議員選挙の投票率は６２．８４％で、１５

７，８５９集計記録、５５，９６７，４３３票が集計された。  

「共に歴史を作ろう」（Morena－ＰＴ－ＰＥＳ）       



   ２１０議席（２３，５１３，１３２票、４２．０１％） 

「メキシコのための前進」（ＰＡＮ－ＰＲＤ－ＭＣ）      

    ６３議席（１４，３８１，８７２票、２５．７０％） 

「全てはメキシコのために」（ＰＲＩ－ＰＶＥＭ－新同盟党）  

    １３議席（ ６，８６２，３７２票、１２．２６％） 

Morena  ８議席（   ７０９，８４０票、 １．２７％） 

ＰＡＮ  ５議席（   ６９７，５９５票、 １．２５％） 

ＰＲＩ  １議席（ ４，３５１，８２４票、７．７８％） 

 

４ ロペス・オブラドール次期大統領による主要改革政策の発表 

７月１２日付の当地「レフォルマ」紙ほか主要紙は、ロペス・オブラドール次期大統領

が７月１１日に同次期大統領の支持母体である「共に歴史を作ろう（Juntos Haremos 

Historia:JHH）」（国家再生運動（Morena）、労働党（PT）及び社会結集党（PES）による

選挙同盟）から選出された、次期連邦議員、州知事、市長及び地方議員との会合において、

次期政権の主要改革政策について発表したと報道しているところ、概要は以下のとおり。 

なお、大統領就任式は本年１２月１日、次期連邦上下両院議会は９月１日より開会される。 

（１）７月１１日、ロペス・オブラドール次期大統領は、メキシコ市内にある政権移行チ

ーム事務所において、JHH選出の次期連邦上下両院議員他約５００名を集め会合を開いた。

同会合において、同次期大統領は次期政権の１２の主要な法改正（一部は憲法改正）につ

いて発表した。また、同次期大統領は、彼らに対し、汚職をせず、誠実に職務に取り組む

ように呼びかけた。 

（２）１２の主要改革政策 

（ア）公務員給与の上限設定 

 いかなる役職の公務員でも、大統領以上の給与を受け取ることができないようにする（憲

法第１２７条関係）。 

（イ）公共治安省を設置するための法改正 

 現在、内務省下に置かれている公共治安部署を法改正により新たに省として設置する（連

邦公共行政組織法関係）。 

（ウ）不逮捕等の特権の廃止 

 憲法第１０８条を改正し、大統領や連邦議員等の不逮捕等の特権を廃止する。 

（エ）重要犯罪に対する罰則の強化 

 汚職、燃料の盗難、選挙における不正行為を重要犯罪として扱うよう定め、保釈金制度

を適用しない。 

（オ）２０１９年度歳入・歳出 

 ２０１９年度歳入及び歳出予算案の策定について、大蔵公債省の責任の下に進める。 

（カ）軍隊・空軍基本法の改正 



 大統領警護隊（Estado Mayor)を国防省の管轄下にする。 

（キ）水資源の民営化に関する大統領令の取り消し 

（ク）教育改革の修正または撤回 

 ペニャ・ニエト現政権により実施された構造改革のうちの一つである教育改革の中で、

特に教員の評定を定めている教職専門家就業法（Ley del Servicio Profesional Docente）を、

次期公共教育大臣候補と調整しつつ、修正または撤回する。 

（ケ）全ての教育課程における無償公共教育の権利を憲法に明記 

 現行憲法では後期中等教育及び高等教育については無償で教育を受けられる権利が明記

されていないため、憲法第３条に新たにその旨を明記する。 

（コ）法改正に関する国民投票についての法整備 

 大統領の信任を国民に直接問うための法整備を行う。 

（サ）最低賃金の引き上げ 

 特に北部国境地域での最低賃金の引き上げについて検討する。 

（シ）緊縮政策を実施するための全ての法規則を改正 

 部門の統合、部局及び機関の廃止、公務員組合の再編成等を行う。組合員の解雇は行わ

ない（個別任命の高級官僚は改廃対象）。 

（３）また、上記（シ）の法改正に加え、現在、大臣と次官以外の高級官僚につけられて

いる護衛、運転手、個人秘書の廃止、海外出張の最小限までの削減（贅沢を避け、出張経

費は真に必要な程度に絞る）、公務員の特別貯蓄金庫の廃止等の緊縮策を発表した。 

 

５ 現政権と次期政権の会談 

墨外務省は，7月 21日付プレスリリースにて，同日に，ビデガライ外相及びグアハルド

経済相が，次期政権（12月 1日発足）の政権移行チームであるエブラル次期外相候補，マ

ルケス次期経済相候補及びセアデ次期ＮＡＦＴＡ再交渉首席交渉官と，外務省内で会合を

持ち，ＮＡＦＴＡ再交渉等主要テーマにつき引き継ぎを行った旨発表しているところ，ポ

イントは以下の通り。 

（１）２１日，ビデガライ外相及びグアハルド経済相は，ロペス・オブラドール次期大統

領（12月 1日就任）の政権移行チームのメンバーであるエブラル次期外相候補，マルケス

次期経済相候補，セアデ次期ＮＡＦＴＡ再交渉首席交渉官及びバルセナ大使と会合をもっ

た。 

（２）まずＮＡＦＴＡについて，次回閣僚会合は 7月 26日にワシントンにて開催される予

定であり，同会合にはセアデＮＡＦＴＡ再交渉首席交渉官候補が現行の（墨）関連規定に

則ったかたちで参加予定であるが，本件再交渉に関連した（墨の）立場について取り扱わ

れた。 

（３）次に，7月 23日及び 24日にプエルト・バジャルタで開催される第 13回太平洋同盟

首脳会合（同会合には，エブラル次期外相候補，マルケス次期経済相候補及びセアデＮＡ



ＦＴＡ再交渉首席交渉官候補が参加予定）に関しても取り扱われた。 

（４）最後に，フリーランド加外相，モルノー加蔵相，カー加対外通商多様化相が近々メ

キシコを実務訪問し，ペニャ・ニエト大統領，墨側カウンターパート（の閣僚），更にはロ

ペス・オブラドール次期大統領との間で会合をもつ件についても意見交換が行われた。  

（５）なお，今次会合は，次期政権移行チームに対し，政権移行に向けて必要な支援を行

い，通商分野のアジェンダにつき，我が国の利益のために共に働いていくとの現政権のコ

ミットに沿ったものである。 

 

〈外交〉 

１ ロペス・オブラドール次期大統領とトランプ米大統領の電話会談 

７月２日、ロペス・オブラドール次期大統領は自身のツイッターに、同日にトランプ大

統領と電話会談を行った旨の概要以下の投稿を行った。 

トランプ米大統領から電話があり、３０分間にわたり電話会談を行った。自分はトラン

プ大統領に対し、メキシコに雇用を創出するプロジェクトに係る総合的な協定を目指して

いくことを提案し、かかる協定を通じて、移民の数を減少させ、治安を向上させていくこ

とを提案した。敬意をもった対応がなされ、我々の代表が対話を行うことになるであろう。 

 

２ 西日本豪雨に対するお見舞いの声明 

１０日，墨外務省は，西日本を中心とした豪雨による被害について，犠牲者への弔意を

含む見舞いの声明（No.196）を発出したところ，概要は以下のとおり。 

（１）墨政府は、墨外務省を通じ、日本国で発生した豪雨と土砂崩れにより、嘆かわしく

も失われた人命に対し、最も深い哀悼の意を日本国に伝達申し上げる。 

（２）メキシコ政府は、その国民と共に、日本国、とりわけ犠牲者のご家族に対する連帯

の意を改めて表するものであり、今回の自然災害により被害を蒙った地域が早期に復興す

ることを願っている。 

（３）なお、在京墨大使館は、現地の関係当局とすでに連絡を取っており、現在までのと

ころメキシコ国籍の者が被害を受けたとの報には接していない。 

 

３ 米国の移民政策に関する対話 

１１日、墨外務省は、グアテマラにおいて行われていた米国内での移民の家族引き離し

及び家族の再会に関する対話に関し、プレスリリース（No.197）を発出したところ、概要

は以下のとおり。 

（１）ビデガライ外相は、米国内での移民の家族の引き離し及び再会について話し合うた

め、エルサルバドル、グアテマラ、ホンジュラスの外相及び米国国土安全保障長官とグア

テマラシティにおいて会談した。同会談において、ビデガライ外相は、移民は地域的な現

象であるため、関係国の法律及び法の支配に則った上で、人権に対する共通の責任及び人



権の保護という観点から対応する必要があると述べた。また、同外相は、経済的安全、繁

栄、雇用創出及び地域の安定等の移民の構造的原因に対応していく必要があると強調した。 

（２）ビデガライ外相及び同会談に参加した外相は、移民への対応に関して意見交換した。

その中でビデガライ外相は、エルサルバドル、グアテマラ、ホンジュラス及びメキシコの

在米領事館の間で、当該国の在米コミュニティーに寄与するグッドプラクティスを共有す

るための領事館協定メカニズム「TRICAMEX」を強化するための合意について言及した。

同メカニズムは米国国境及び米国内の領事館において運用されるものである。 

（３）メキシコ及び中米３カ国の関係者は、米国のカウンターパートに対し、当該事案に

関する情報の定期的共有など、国土安全保障省(DHS）及び難民定住課（ORR）との間の調

整を改善するよう求めた。関係５カ国は領事館による通告が重要であるという点で一致し、

領事館機能の強化について合意した。 

（４）ビデガライ外相は、「子供をその親から引き離す行為は残酷であり、非人道的である。

今この場に集まっている我々は、そのような事態が２度と起こることのないように、また、

引き離された子供が早急に親と再会できるようにするための具体的な対策を取るためにグ

アテマラシティで会談を行った。」と述べた。また、今次会談に参加した外相は、米国国境

で移民の家族が直面している状況について透明性を確保し、引き続きフォローしていくた

め、移民に寄与する共同戦略を策定し、地域の人身売買ネットワークに対抗するための行

動などについて話し合った。 

（５）今次会談において、米国移民税関捜査局（ICE）内に当該事案についてフォローアッ

プを行うための事務所設立、対話のためのスペース及び移民のための情報を共有するため

のワーキンググループ設立について合意した。また、人身売買を防ぐための広報活動も行

われる予定で、移民の出身国及び目的地の国を含む地域全てに情報が届くことを目指して

いる。さらに、旅行や移民を計画している人々を対象として、重度に危険な状況に陥るこ

とのないように、現状はどうか、また正規にとりうる選択肢は何かについて、瞬時かつ同

時に情報を発信するための広報活動実施についても言及した。 

（６）メキシコは、その移民の状況に拘わらず、移民の基本的人権を保護するため、引き

続き地域のパートナー国と協力して、移民の出身国、経由国及び目的地の国における移民

コミュニティーのためのプロジェクト及び行動を続けていく。 

 

４ メキシコ・トルコ外交関係樹立９０周年に関する共同声明 

 １２日，墨外務省は，メキシコとトルコとの外交関係樹立９０周年に際し，更なる関係

強化を目指す旨の両国政府の共同声明を発表したところ，概要は以下のとおり。 

（１）１９２７年５月２５日に，ローマにて署名され，１９２８年７月１２日に発効され

たメキシコ・トルコ友好協定により，両国の外交関係が始まった。 

（２）２０１３年にはペニャ・ニエト大統領がトルコを訪問し，２０１５年にはエルドア

ン大統領が訪墨した。また，両国はＭＩＫＴＡ（メキシコ，インドネシア，韓国，トルコ



及びオーストラリアからなる国際協力のためのグループ）のメンバー国であり，緊密な協

力関係を築いている。 

（３）両国政府は，これからも更なる二国間関係の発展と友好・協力関係の強化を目指し

ていく。 

 

５ ポンペオ米国国務長官一行の訪墨 

１３日、ポンペオ米国国務長官及び米国政府高官がメキシコを訪問し、ロペス・オブラ

ドール次期大統領、ペニャ・ニエト大統領及びビデガライ外相とそれぞれ会談を行ったと

ころ、大統領府プレスリリース及び当地報道による概要は以下のとおり。 

（１）米国側の会談（以下（２）及び（３）について）参加者 

マイク・ポンペオ国務長官，ジャレッド・クシュナー大統領上級顧問，スティーブン・ム

ニューシン財務長官，キルステン・ニールセン国土安全保障長官，フランシスコ・パルミ

エリ国務筆頭次官補，ウイリアム・ダンカン当地米大臨代  

（２）ペニャ・ニエト大統領との会談 

 ポンペオ米国国務長官一行は午前１１：３０から約１時間、大統領府において、ペニャ・

ニエト大統領と会談を行った。大統領府が発出したプレスリリースによると、会談の概要

は以下のとおり。 

（ア）ペニャ・ニエト大統領は、墨政府の政権移行期間中にハイレベル対話に着手したい

という米国政府の意思を評価した。 

（イ）ペニャ・ニエト大統領は、米国政府による移民の家族の引き離し政策について懸念

を表明した。また、ポンペオ国務長官に一刻も早く引き離された家族の再会を実現させる

よう要請するとともに、未成年の福祉と人権を最優先にした代替方法を見つけなければい

けないと述べた。 

（ウ）また、両国は、ＮＡＦＴＡ再交渉を建設的方法で進めていくという点で一致した。

ペニャ・ニエト大統領は、できるだけ早い時期に再交渉を終えるために、墨政府は交渉を

続けていく用意があると強調した。 

（３）ロペス・オブラドール次期大統領との会談 

 ポンペオ米国国務長官一行は午後１３：００から約１時間、ロペス・オブラドール次期

大統領の政権移行チーム事務所において、会談を行った。墨側出席者は、ロペス・オブラ

ドール次期大統領，エブラル次期外相候補、ロモ次期大統領府長官候補，ウルスア次期大

蔵公債相候補，ドゥラソ次期公共治安相候補，マルケス次期経済相候補，サンチェス次期

内務相候補、セアデ次期NAFTA首席交渉官候補及びバルセナ次期駐米大使候補。会談終

了後にエブラル次期外相候補が行った記者会見によれば、会談の概要は以下のとおり。 

（ア）今次会談は、率直で、敬意ある和やかなものであり、最初の対話は成功裡に終わっ

た。メキシコは、この先数年間に亘り、米国との良好な二国間関係を築いていけるだろう。 

（イ）今次会談において、ロペス・オブラドール次期大統領より、ポンペオ長官にトラン



プ米大統領宛ての書簡が手交された。同書簡にはロペス・オブラドール次期政権による二

国間合意の提案が書かれており、トランプ大統領の同書簡に対する回答が確認された後、

提案の内容を公表する予定である。 

（ウ）今次会談においては、ＮＡＦＴＡ再交渉、開発協力、移民及び治安という４つの主

要な議題についてメキシコ側から提案がなされている。 

（エ）今次会談では、各議題の細かい内容については話し合っていないが、今回手交され

た二国間合意の提案は、メキシコ人が貧困と治安を理由に移住する必要が無いような環境

を目指すものである。また、開発分野での努力に中米の国々を含めていく。 

（オ）ＮＡＦＴＡ再交渉においては、今後の会合に現ペニャ・ニエト政権の再交渉チーム

に加え「ロ」政権移行チームが参加することになる。 

（カ）国境における壁及び武器密輸の問題については今次会談では話し合われていない。 

（４）ビデガライ外相との会談 

 ポンペオ米国国務長官は午後１４：３０から約１時間、外務省においてビデガライ外相

と会談を行った。会談後の共同記者会見及び「エクセルシオール」紙など当地主要紙（ネ

ット版）によれば、会談の概要は以下のとおり。なお、ビデガライ外相との会談にはクシ

ュナー上級顧問のみ同席し、同会談と並行して、ニールセン国土安全保障長官はナバレテ

墨内務相と、ムニューシン財務長官はゴンザレス墨大蔵公債相とそれぞれ会談を行った模

様。 

（ア）ビデガライ外相は、会談後の記者会見において、「メキシコのために結集する時が来

た。ペニャ・ニエト大統領とロペス・オブラドール次期大統領は、メキシコ国民の共通の

未来に向かって共に働くことで合意した。米国とも同様に働いていく。ＮＡＦＴＡ再交渉

及び二国間の主要な課題について、ロペス・オブラドール次期大統領のチームと共に働い

ていく。」と述べた。 

（イ）また、ポンペオ国務長官は、二国間に共通する重要な課題として、通商関係、治安、

国境の問題等を挙げるとともに、ＮＡＦＴＡ再交渉をなるべく早い時期に決着させたい旨

述べた。 

 

６ パキスタンにおける攻撃に対する声明 

１４日、墨外務省はパキスタンにおける攻撃に対する声明（No.199）を発表したところ、

概要は以下のとおり。 

（１）墨政府は、墨外務省を通じ、パキスタンのドリンガー（Dringarh）及びバンヌ（Bannu）

で、それぞれ発生し、少なくとも死者１２０名、けが人２００名以上を出した攻撃を非難

する。 

（２）墨政府は、哀悼の意とパキスタン国民及び政府への連帯の意を表明するとともに、

いかなる形又は表現であっても暴力及びテロ行為を拒絶する。 

 



７ ニカラグア情勢に関する墨外務省声明 

１４日、墨政府は、ニカラグア情勢に関する声明（No.200）を発表したところ、概要は

以下（１）のとおり。また、７月１６日、墨政府は、中南米１２カ国との共同声明も発表

したところ、概要は以下（２）のとおり。 

（１）墨政府による声明 

（ア）墨政府は、墨外務省を通じ、ニカラグアにおいて、本年４月以降、死者３００名以

上及び多数のけが人を出している、社会抗議活動の枠内において継続されている暴力行為

について、深く憂慮する。 

（イ）墨政府は、７月１３日、ニカラグア国立自治大学（UNAN）内にいた学生及び市民

に対し、死に至らしめる攻撃が行われたことを非難するとともに、医療支援及びニカラグ

アでの対話に参加している国際人権保護機構に対し、適切なアクセスが禁止されたことを

残念に思う。 

（ウ）墨政府は、被害者の家族への連帯を表明するとともに、けが人の一刻も早い回復を

願い、宗教施設へ避難した人々の身体的安全及び人権保護を保証することを呼びかける。 

（エ）全ての関係者、特に当局が、米州人権委員会によって指名された独立専門家学際的

グループ（GIEI）とともに、今般の危機に対して平和的且つ持続的な解決を見出すために、

また、上記委員会によって示された１５の勧告を遵守するために、対話を再開させること

が不可欠である。 

（オ）墨政府は、仲介役としてのニカラグア司教会議（CEN）の働き及びニカラグア国民

間の対話及び和解に資する活動を引き続き支援していく。 

（２）中南米諸国との共同声明 

 墨政府は、アルゼンチン、ブラジル、チリ、コロンビア、コスタリカ、エクアドル、グ

アテマラ、ホンジュラス、パナマ、パラグアイ、ペルー及びウルグアイ政府と共同でニカ

ラグア情勢に対する声明を発表した。 

（ア）上記中南米１３カ国の政府は、基本的人権及び自由の侵害に対する憂慮と、ニカラ

グで今日までに３００名以上の死者、何百名ものけが人を出している繰り返される深刻な

暴力行為及びけが人への救急医療措置の遅れ等の学生や市民団体に対する弾圧及び暴力を

非難する。 

（イ）暴力行為、侮辱行為及びニカラグア社会への脅威の即時停止及びパラミリタリー組

織の解体を要求する。 

（ウ）基本的自由を尊重し、ニカラグアの現状における平和的及び持続的解決方法、同国

における民主主義、人権、法の統治の強化をもたらすために全ての関係者を交え、ニカラ

グア国民対話が再開されることを強く望む。 

（エ）ニカラグア国民の人権に配慮しつつ、今次対立の解決方法を模索及び推進している

ニカラグア司教会議の働きを支援する。 

（オ）ニカラグアの状況を調査するために同国を訪問し、ニカラグア政府に対し１５の勧



告を遵守するよう強く求め、独立専門家学際的グループ（GIEI）と協力している米州人権

委員会（CIDH）に感謝する。 

（カ）ニカラグア政府及びその他の社会的アクターに対し、自らの決意を示し、民主的機

構の強化、米州機構の選挙監視団による勧告の受け入れ、恐怖、侮辱、脅迫及び暴力のな

い環境下での自由・公正・適切な選挙の実施等を含む同国の基本的課題について話し合い、

具体的な結果を伴う平和的交渉へ建設的に参加するよう呼びかける。 

 

８ ラテンアメリカ・カリブ経済委員会第２回外相会合 

 １７日，墨外務省は，ビデガライ外相がベルギー・ブリュッセルで開催されたラテンア

メリカ・カリブ経済委員会（ECLAC）第２回外相会合に参加した旨のプレスリリースを発

表したところ，概要は以下のとおり。 

（１）１６日から１７日にかけて，ベルギー・ブリュッセルにおいて開催された ECLAC

第２回外相会合に，ビデガライ外相及びデ・アルバ次官が参加した。同会合には，６１カ

国（ECLAC加盟国３３カ国及び EU加盟国２８カ国）から外相及び政府高官が参加した。 

（２）今次会合では，持続可能な開発，環境及び気候変動のための ECLAC-EU行動計画や，

両地域における政策対話及び協力の発展などの内容が盛り込まれた「世界規模の課題に対

応するための協力の強化及び橋を架けるための声明」を採択した。 

（３）また，デ・アルバ次官は，メキシコがオブザーバー国も含めた太平洋同盟を重要視

していることを強調するとともに，７月２３及び２４日にメキシコで開催される太平洋同

盟首脳会合の中で発表される予定の「戦略的ビジョン２０３０」の枠組みの中で，EUとの

協力関係を拡大することの重要性についても言及した。 

 

９ ベネズエラ情勢に関する声明 

 １７日，墨外務省は，リマグループ（アルゼンチン，チリ，コロンビア，コスタリカ，

グアテマラ，ホンジュラス，メキシコ，パナマ，パラグアイ及びペルーの中南米１０カ国

により構成されるグループ）と共同で，ベネズエラにおける深刻な政治，経済，社会及び

人道危機に際し，ベネズエラ政府を非難する旨の声明を発表した。 

 

１０ ロペス・オブラドール次期大統領からトランプ米大統領への書簡 

２２日、ロペス・オブラドール次期大統領は、７月１３日のポンペオ米国国務長官他と

の会談の際に手交したトランプ米大統領宛ての書簡（７月１２日付け）について、自らの

公式ポータルサイト

（https://lopezobrador.org.mx/wp-content/uploads/2018/07/Carta-firmada.pdf)にてその

内容を公表したところ、概要は以下のとおり。 

（１）７月２日の電話会談以降、トランプ大統領から尊敬の念を持った待遇がなされてい

ることに感謝する。また、両国関係の未来についての話し合いを始めるための米政府閣僚



及び高官の今次訪墨についても感謝する。相互尊重、共通の理解及び共通の利益に基づい

た、墨米関係の新しいステージへと進むための提案を、ここに共有致したい。 

（２）二国間関係において非常に重要な分野、すなわち通商、移民、開発及び治安の４つ

の分野について、全面的に進展させるための努力をしていくよう提案する。 

（３）通商については、ＮＡＦＴＡ再交渉の早期合意を目指すことが重要である。再交渉

の長期化は、中長期的な投資を停滞させ、メキシコの経済成長を困難にすると思われる。

次期政権の戦略は、雇用を創出し、全てのメキシコ国民の生活の質を向上させることであ

る。そのような観点から、メキシコ、カナダ及び米国の３カ国間での交渉の再開を呼びか

ける。また、墨現政権と合意の上、政権移行チームの人員も再交渉に参加する。 

（４）移民問題に関して、我々次期政権の基本的目標は、メキシコ国民が貧困や暴力を理

由に移民する必要がないようにすることである。メキシコ国民が、自分の家族とともに、

自身の文化・習慣のある土地で仕事を見つけ、快適な生活ができるよう、次期政権は努力

していく。このような目標を達成するため、次期政権は、汚職撲滅、不処罰をなくすこと、

緊縮政策及び緊縮によって生じる資金を全て国の開発のために割り当てるといった政策か

ら成る新国家プロジェクトを実施する。また、全国各地で公共投資を通し、民間投資を促

進させ、生産分野への予算の投入、雇用創出、農牧、電力、教育、文化及び保健産業の活

性化を図る。現在予定している具体的な計画としては、南東部地域における１００万本の

果樹及び材木用となる樹木の植林及び同植林事業を通じた４０万人の雇用創出、カンクン

及び同地域における文化遺産を結ぶ高速鉄道建設によるカリブ地域及びオルメカ・マヤ文

明地域での観光業促進、コンテナ運搬用鉄道の建設、港湾再開発及び免税区域の設置など

による３００ｋｍに及ぶテワンテペック地峡の開発及び同地域での雇用創出、投資促進及

び雇用創出のための免税区域の設置などを含めた３，１８５ｋｍに及ぶ墨米国境地帯の開

発及びインフラ整備、墨米国境地帯の免税区域における最低賃金の引き上げ（現行の２倍

程度）及び税金の引き下げ（賃貸税は２０％引き下げ、また付加価値税は約５０％引き下

げて、米側国境沿いの自治体と同程度にする。製造サービス特別税は米国と同程度まで引

き下げる）がある。 

（５）移民問題は、中米各国を含めた開発計画を通して、統合的及び根本的な方法で取り

組む必要がある。次期政権は、上記のような計画を実行するための法案及び予算案を次期

国会に提出する用意がある。もし、米国、メキシコ及び中米の国々がこの計画に参加すれ

ば、雇用創出、貧困削減、国境管理、治安改善など、地域の発展のために必要な資金を集

めることができるだろう。 

（６）トランプ大統領、米国民及びあなたが代表する国家との友好的及び相互尊重に基づ

く協調を達成することを目的とした私の提案に対し、あなたの回答をお待ちする。地理的

状況により、これまで墨米両国が共有してきた歴史は特筆すべきものである。二国間関係

が緊張した時期もあったが、両国は、文化、言語、伝統、そして長い友好及び連帯の歴史

を共有している。我々はお互いに助け合うために、引き続き手をとりあって働いていかな



ければならない。 

（７）政治面においては、我々は２人とも、有言実行であり、逆境に立ち向かってきたと

いう事実を頼もしく感じる。我々は、有権者そして市民を中心に据え、エスタブリッシュ

メントに取って代わった。協力と繁栄に基づいた墨米関係の新たなステージを始めるため

の準備は整っている。ぜひ始めよう。 

 

１１ 第１３回太平洋同盟首脳会合の開催 

 ２３及び２４日，プエルトバジャルタにおいて，第１３回太平洋同盟首脳会合が開催さ

れ，ペニャ・ニエト大統領が出席するとともに，各国首脳とも個別に会談を行った。墨大

統領府より発出されたプレスリリースによると，概要は以下のとおり。 

（１）ペニャ・ニエト大統領は，太平洋同盟加盟国の首脳，企業からの参加者，南米南部

共同市場（Mercosur）加盟国の代表団を歓迎した。 

（２）太平洋同盟は２０１１年に，チリ，コロンビア，ペルー及びメキシコという経済的，

政治的に共通するビジョンを持つ４カ国によって発足したアジア太平洋地域での通商及び

投資の強化に重点を置く地域統合メカニズムである。同メカニズムは同地域の GDPの３

６％を占めている。また，これら４カ国だけで，同地域の通商の５７％を占め，５０を超

える自由貿易協定を締結している。 

（３）今次会合の枠組みの中で，ペニャ・ニエト大統領は，ブラジル，チリ及びウルグア

イの大統領とそれぞれ首脳会談を行った。 

 

１２ トランプ米大統領からロペス・オブラドール次期大統領への書簡 

２４日、ロペス・オブラドール次期大統領、エブラル次期外務大臣及びロモ次期大統領

府長官は、政権移行チーム事務所において、記者会見を行い、トランプ米大統領からのロ

ペス・オブラドール次期大統領に対する返信の内容を公表したところ、概要は以下のとお

り。 

（１）ロペス・オブラドール次期大統領からの書簡に感謝するとともに、当選をお祝いす

る。我々（トランプ米大統領及びロペス・オブラドール次期大統領）は、自らの国をより

強く、より良くしていこうという明確なビジョンを示したことにより、どちらも選挙に勝

利した。自分（トランプ米大統領（以下同じ。））は、ロペス・オブラドール次期大統領と

緊密に協力し、すばらしい二国間関係を築きたいと強く願っている。 

（２）自分のチームは、過去１８ヶ月間、それらの分野（注：ロペス・オブラドール次期

大統領が書簡で言及した通商、移民、開発及び治安の４つの分野）において、メキシコと

の関係を増進させようと努力してきた。自分は、自身のチームに対し、メキシコの次期政

権とさらに協力を強化するように指示をした。 

（３）ＮＡＦＴＡ再交渉の成功は、更なる雇用創出、メキシコ人及び米国人労働者の賃金

上昇につながるであろう。しかし、それは交渉が迅速に進んだ場合に限る。そのように進



まない場合は、自分は今とまったく違った方向を選ばざるをえない。 

（４）我々は、中米からの移民の原因になっている分野での経済開発について、協力する

用意がある。しかし、我々は、犯罪組織の標的にされている移民の問題等、両国における

法の支配及び両国の主権を守るための協力についても強化しなければならない。 

（５）また、（ロペス・オブラドール次期大統領が）汚職との戦いに焦点を絞っていること

も評価する。 

（６）強固な二国間関係は、メキシコをより強く、より繁栄する方向に導くであろう。そ

れは、自分を幸せにすることでもある。 

 

１３ フリーランド加外相他カナダ政府高官の訪墨 

２５日、墨外務省は、フリーランド加外相が訪墨し、ビデガライ外相及びグアハルド経

済相と会談を行った旨のプレスリリース（No.212）を発表したところ、概要は以下のとお

り。また、同日フリーランド加外相はロペス・オブラドール次期大統領とも会談を行った

ところ、同次期大統領の公式ポータルサイトに発表された同会談の概要は以下のとおり。 

（１）ビデガライ外相及びグアハルド経済相との会談 

（ア）ビデガライ外相、グアハルド経済相及びフリーランド加外相の３者は、メキシコと

カナダの両国は NAFTA再交渉を早期に終結させることで意見を一致させた。また、今次

会談後に報道陣に向けて発表したメッセージにおいて、NAFTAは今後も３カ国間の協定で

有り続けると述べた。 

（イ）ビデガライ外相は、カナダとは緊密で、親しくかつ前向きな関係であり、今日メキ

シコとカナダは、これまでにも増して共通の主義及び目的を共有しており、一つのチーム

として行動していると述べた。 

（ウ）また、ビデガライ外相は、NAFTA再交渉は大きな可能性を秘めた３カ国間の交渉で

あると述べ、「今が北米地域が今後世界的に最も競争力のある地域になれるかどうかを決め

る好機であり、そのためには我々は一つの地域として行動しなければならない。」と強調し

た。 

（エ）フリーランド外相は、メキシコとカナダの関係が今ほど強固だったことはなく、こ

れからも引き続き共に交渉に取り組んでいく旨を述べた。また、NAFTAは３カ国間の通商

関係であり、これまでの２５年間、そのように機能してきたと述べた。 

（オ）また、フリーランド外相は、同日、ペニャ・ニエト大統領との会談及びロペス・オ

ブラドール次期大統領との会談を行う旨言及し、現在のような強固な関係をこれからも引

き続き維持していくと述べた。 

（カ）グアハルド経済相は、すでに再交渉を始めてから１１ヶ月が経過しており、交渉の

３分の２はすでに終わっていると述べるとともに、引き続き当該交渉に共に取り組んでい

くと述べた。 

（２）ロペス・オブラドール次期大統領との会談 



（ア）ロペス・オブラドール次期大統領は、メキシコ市において、フリーランド加外相と

会談を行った。墨政権移行チームからは、エブラル次期外相候補、サンチェス次期内相候

補、マルケス次期経済相候補、ウルスア次期大蔵公債相候補、ロモ次期大統領府長官候補

及びセアデ次期 NAFTA再交渉首席交渉官候補、加側からは、モルノー財務相、カー対外

通商多様化相、アラリエ駐墨カナダ大使、クロウ加米関係局長、ハナフォード内閣府外交・

防衛政策顧問及びモリソン外務省次官が参加した。 

（イ）同会談終了後にエブラル次期外相候補は記者会見を行い、会談においてロペス・オ

ブラドール次期大統領は、加側出席者に対し、今後６年間のメキシコの経済発展における

カナダの投資及び参加の増大を願っている旨述べたと発表した。 

（ウ）エブラル次期外相候補は、様々な点で共通点のあるフリーランド外相との会談は和

やかな雰囲気の中、成功裡に終わったと述べた。また、加政府は、人権、労働の権利及び

環境などの分野で先進的な主義及び重要な約束を掲げていることについても言及した。 

（エ）さらに、トルドー加政権の主要なメンバーによる今次訪墨は、カナダとメキシコ、

特にロペス・オブラドール次期墨政権との重要な関係性を強調するものであったと述べた。 

（オ）今次会談の翌日（７月２６日）に NAFTA再交渉が再開されるため、まず通商につ

いて話し合いが行われた。会談において、NAFTAの近代化は必要だが、同協定は引き続き

３カ国間の協定でなければならない旨述べられた。 

（カ）二つめの議題として、ロペス・オブラドール次期大統領によって提案された重要な

開発プロジェクトに関し、カナダが参加する可能性のあるマヤ鉄道建設計画及びテワンテ

ペック地峡の開発計画について話し合いが行われた。 

（キ）また、他にも移民及び雇用の問題、カナダ企業がメキシコ国内で展開する際にカナ

ダ国内と同等の法律を課する必要性、メキシコが様々な分野において必要としている技術

革新などのテーマについて話し合われた。 

 

１４ NAFTA再交渉のための会合 

 ２７日，墨外務省は，ワシントンで行われていた NAFTA再交渉に関し，墨経済省との

共同プレスリリースを発表したところ，概要は以下のとおり。 

（１）ビデガライ外相とグアハルド経済相は，ロペス・オブラドール次期大統領により

NAFTA首席交渉官に指名されているヘスス・セアデ氏と共に訪問していたワシントンでの

出張を終えた。ワシントンにおいては，ライトハイザー米通商代表部代表を始めとする米

政府関係者とNAFTA 再交渉の今後のプロセスについて話し合った。 

（２）両国政府の交渉チームは，引き続き近日行われる閣僚級会合の準備を行っていく。 


